




















































































































































































































































































































































ライフサイクル・コスティングを中心的に使用 103 32 135
ライフサイクル・コストを中心的に使用 26 338 364
合　　計 129 370 499
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日本におけるライフサイクル・コスティング研究の実態
る。
　本稿では過去に発表された499件の研究成果を対象としていくつかの分析を行い、その
結果として次のことを明らかにした。第一に、日本におけるライフサイクル・コスティン
グあるいはライフサイクル・コストの研究は2000年代に入り数を急速に増やしており、そ
れらの研究成果の中には大きく分けて、会計学を中心とする社会科学系での研究と、工学
系での研究があり、工学系の研究成果の方がこれまでは多く発表されていること。第二に、
研究対象としては、とりわけ建築・土木系での研究成果が多いが、近年では伝統的に研究
が行われてきた領域だけではなく、環境会計や環境配慮型経営、あるいは公会計や公共投
資などの今日的なテーマの枠組みでライフサイクル・コスティングおよびライフサイクル・
コストを扱う研究成果も増えてきていることを明らかにした。第三に、社会科学系の研究
者は“ライフサイクル・コスティング”という用語を頻繁に使う傾向がある一方で、工学系
の研究者は“ライフサイクル・コスト”という用語を頻繁に使う傾向にあることが明らかに
なった。これらの事実は、今後、社会科学と工学の両分野にまたがる学際的な研究をスター
トさせる際に大いに参考となる事項である。
　一方で、本稿で採用した分析枠組みには限界があることも明らかである。本稿では、
CiNii Articlesに基づいて作成したデータベースを活用してライフサイクル・コスティ
ングとライフサイクル・コストに関する論文を抽出したが、著書や各種の報告書など
CiNii Articlesでカバーしきれていない研究成果が実際には存在する。したがって、CiNii 
Articlesでカバーしきれていない研究成果も含めたデータベースに基づいて同様の分析を
行うことが不可欠である。また、研究者の属性や研究対象だけではなく、研究手法（例え
ば、文献研究、アンケート調査、シミュレーション、インタビューなど）による分類およ
び分析も必要になる。これらについては今後の研究課題としたい。
１　日本のライフサイクル・コスティング研究に大きな貢献を果たしたのが、日本プラン
トエンジニア協会加盟企業のメンバーを中心に組織されて、1973年から1980年までの８
回にわたり欧米の先進事例を視察した「テロテクノロジー視察団」である。この点につ
いては、中島（2014）において詳述しているので参照されたい。
２　岡野（2003）や靏（2010）では、日本におけるライフサイクル・コスティングの研究
の推移が述べられているが、これらでは会計学領域での代表的な研究成果についてまと
められてはいるが、工学分野での研究成果については言及されていない。
３　CiNii Articles（http://ci.nii.ac.jp/）とは、国立情報学研究所が提供する論文の検索サー
ビスであり、日本国内で発行された学術誌や大学紀要などに掲載された論文をキーワー
ド検索することができる。
４　建築・土木分野がライフサイクル・コスティングの適用可能性が高いことについては、
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中島（2009）で詳細に検討しているので参照されたい。
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